フード連合２００５春季生活闘争方針

はじめに

　　フード連合結成3年目を迎える2005春季生活闘争方針については、2004春季生活闘争での反省と成果を踏まえ、産業政策を含めた統一協約課題の取り組みから、時限的な共闘強化と実効性を高めるため、すべての組合が取り組む４つの統一要求課題を設定した。取り組みにあたっては、労働者への負荷が高まる中、依然食品労働者の賃金水準は低位にあることを踏まえ、とりわけ規模間や地域、男女間等の賃金格差の是正、最低賃金協定の確立、パートの処遇改善等の実現にむけ段階的な前進を念頭に闘争方針としてとりまとめた。

　　私たちは、今次春闘のもつ重要な意義を十分に認識し、要求の実現にむけて、全力をあげて取り組んでいかなくてはならない。その為には、フード連合の結束力をさらに強化し、組織一丸となって力強い闘いを展開する。

Ⅰ．取り巻く情勢

1.経済情勢

　　日本の景気は回復傾向にあるが、原油価格の動向が内外経済に与える影響や世界経済の動向等には留意する必要がある。需要動向をみると、個人消費は、緩やかに増加している。需要側統計(家計調査)と供給側統計(鉱工業出荷指数等)を合成した消費総合指数は、9月は8月に比べて増加している。設備投資は、企業収益の回復や資本ストック調整の進展等を受けて、増加している。日銀短観によれば2004年度設備投資計画は2年連続で増加となっており、設備投資の動きに先行性がみられる設備過剰感も改善の動きが続いている。今後、企業収益の改善が続く傾向にあり、当面増加傾向で推移するものと見込まれている。

総務省(統計局)による全国消費者物価指数(生鮮食品を除く)によると、10月の前年同月比は0.1％の下落となった。物価の動向を総合してみると緩やかなデフレ状況にある。

2.企業の業績

日銀が2004年9月に実施した「全国企業短期経済観測調査」（日銀短観）によると、製造業(中堅企業)の業況判断指数(「良い」と答えた企業の割合から｢悪い｣と答えた企業の割合を差し引いた指数)が、6月時点で11(昨年△16)、9月時点で14(昨年△10)、となっており、6月の調査時に比べ3　ポイント上昇した。

企業業績は、全産業(全規模合計)で2004年度売上高は1.6%増収（2003年度実績0.7％増収）、経常利益は13.2%増益(2003年度実績14.4%増益)の年度計画となっている。製造業(中堅企業)では、2004年度売上高は4.2%増収(2003年度実績4.1%の増収)、経常利益は23.0%増益(2003年度実績30.4%増益)の年度計画となっている。

3.食品産業の業績

  食品産業においては、日銀短観によると、食料品(中堅企業)の業況判断指数は6月時点で△5(昨年△10)、9月時点で0(昨年△6)となっており6月の調査時に比べ5ポイント上昇した。2004年度の売上高は3.5%増収(2003年度実績1.8%増収）、経常利益は9.6%増益(2003年度実績17.7%増益)の年度計画となっている。

猛暑の影響等で好調業種もあり、売上高・経常利益共に増収・増益となっているが、企業間にバラツキが見られる。また、品質の安全対策強化や環境問題対策等により、コストアップが余儀なくされており、低価格化競争は続く傾向にある。

4.雇用情勢

　雇用情勢は、完全失業率が高水準ながらも、低下傾向で推移するなど、厳しさが残るものの、改善している。10月の完全失業率は、男女計で前月比0.1％ポイント上昇し4.7％となった。完全失業者、就業者はそれぞれ減少した。一方、15～24歳層(若年層)では、高水準となっており、厳しい状況もみられる。有効求人倍率（季節調整値）は、9月0.84倍、10月0.88倍と0.04ポイント改善され緩やかな上昇傾向となっている。

　また、65歳までの雇用について、｢高年齢者等の雇用の安定等に関する法律｣の一部改正により、2006年度から65歳までの継続雇用制度の導入が義務化されたことから、希望者全員を対象とした労使協定の確立が急務となる。

5.勤労者の生活

  可処分所得は、年収の低下と社会保険料等の負担増により、98年から6年連続マイナスとなっており、厚生年金保険料が段階的に引き上げられることからも、厳しい状況が続く傾向にある。

　　

6.食品労働者の賃金水準

フード連合の2004春季生活闘争後の算定基礎額(平均ベース)は、全体305,427円、主要(300人以上)314,653円、主要以外(299人以下)248,318円と規模により格差がある。

厚生労働省｢賃金構造基本統計調査｣による製造業(中分類)での比較では、食品労働者の賃金水準は一部には高いところもあるが、2003年産業別の所定内賃金比較によると食料品製造業(たばこ飲料除く)は20業種中16番目で、産業計を100としたパーシェ指数(性･学歴･年齢勤続構成同一条件)でも88.7と相対的には依然として低水準にある。

Ⅱ．２００５春季生活闘争の取り組み

１．フード連合の統一要求課題

・フード連合のすべての組合は４つの統一要求課題に取り組む

　　

２．具体的な統一要求課題の取り組み

２－１．｢賃金カーブの確保と底上げ｣の取り組み

（１）平均賃上げ要求

　　・要求基準は次のとおりとする。

①｢賃金カーブの確保｣に取り組む。

　　　そのうえで、格差是正や生活維持向上、および業績に対する配分の獲得を目指し、積極的にベア分を求めていくこととする。

②中小組合など賃金カーブ確保の算定が困難な組合は、自らの賃金カーブ維持分を算出し、その賃金水準を検証し賃金の引上げをめざす。

③その場合の水準引き上げ目標として、｢５，５００円｣以上とする。

　（参考：5,500円はフード連合中小組合300人未満の平均賃金に対して2.2％に相当する）

また、賃金水準が低位にあるなど格差是正が急務となっている組合の水準目標として

一般的な労働者（35歳）230,000円を目安とする。
１）すべての組合は、｢賃金カーブの確保｣に取り組む。
・そのうえで月例賃金が報酬体系のベース（安定性・社会性の確保、割増賃金等への跳ね返りなど）であることに留意し、情勢の変化を前向きにとらえ、可能な限り積極的に純ベアを要求し、その獲得をめざすこととする。

・中小組合など賃金制度が未整備なためカーブ確保の算定が困難な組合は、要求づくり前段で自らの職場の賃金実態を把握し、賃金カーブ維持分を算出するとともにその賃金水準を検証し、賃金の引き上げをはかる。また、賃金改定の原資確認にとどまらず、配分の関与を必ず行う。

・賃金水準の引き上げ目標として、5,500円以上を目安に、額での引き上げ要求が困難な組合は、5,500円相当にあたる換算率（フード連合の中小組合300人未満の平均賃金で算出）2.2％を参考に各組合の実情に応じて上乗せをはかる。
　　　　　

２）格差是正の取り組み
・2001春闘以降、ベア分の獲得が厳しく上げ幅中心に行ってきた結果、中小組合において賃金水準そのものが低下し賃金格差が拡大している。
　　　・中小組合の賃金水準の低下を抑え賃金格差を是正していくためには、上げ幅だけではなく個別賃金の絶対水準を比較検証し、その水準に近づくための取り組みが重要である。

そのための水準目標として、

⇒賃金カーブの算定が困難な組合は、5,500円以上とする
・その根拠として300人以下の平均賃金248,318円にフード連合賃金実態調査から中小組合300人未満の賃金カーブ維持分2.01％を乗じ、連合中小委員会方針の格差是正分500円を加え5,500円とした。
⇒とりわけ賃金水準が低位にある組合は、230,000円以上とする

・企業規模や勤続・学歴に関係なく食品産業で働く一般的な労働者35歳の絶対水準として230,000円以上とした。絶対水準230,000円については、①フード連合の100人以下（116組合）の平均賃金233,327円（平均年齢37.3才）、②連合では厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2003年）より推計した10～99人規模の高卒男女・勤続5年程度の所定内賃金水準を目安に設定していることを踏まえ設定した。

賃金水準が低位にある組合の格差是正の目安として230,000円を最低でも達するように自らの賃金実態を点検し、この水準を下回る場合は配分原資を算出し計画的な是正を図ることとする。
【賃金カーブ維持の定義】

＊個別賃金水準の維持、具体的には、賃金制度のあるところは賃金表の維持、賃金制度のないところは、1歳1年間差の確保（先輩の賃金に追いつく平均の賃金カーブ）のための原資をいう。

＊フード連合では、賃金の実態（昇給・昇格、家族手当等含む基準内賃金）を回帰分析し1歳1年間差（18歳～58歳）を求めると、フード連合全体の賃金カーブ維持分は約２％となっている。

また、賃金制度としての昇給システム（定昇など）が確立している組合では、個々の組合員において、基本給以外の家族手当や資格手当などに増減が生じても賃金カーブは確保されているとみなすことができる。

　（２）個別賃金要求


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準者到達目標　　　　標準者最低到達目標

　　　・｢高卒35歳･勤続17年の標準労働者｣　　　296,500円以上　　　　260,000円以上　　
　　　・｢大卒30歳・勤続8年の標準労働者｣　　　283,300円以上　　　　250,000円以上　　
　　　　＜参考＞

　　　・｢高卒30歳･勤続12年の標準労働者｣　　　253,400円以上　　　　230,000円以上　　
・フード連合の銘柄設定は、｢高卒35歳･勤続17年の標準労働者｣と、｢大卒30歳・勤続8年の標準労働者｣の２銘柄を提示し、参考として｢高卒30歳･勤続12年の標準労働者｣を示めす。

・各銘柄の到達目標は、フード連合２００４年統一賃金実態調査の標準者の基準内平均賃金を１００円単位で丸めた数値を到達目標とした。なお、到達目標を既に超えている組合については、各組合がもつ賃金カーブ維持分（１歳１年間差）を回帰分析により求め、現行34歳の平均水準を35歳になる時点の賃金カーブポイント率で乗じた数値以上を到達目標とするなど、それぞれの組合の実情に応じた到達目標を設定する。

・実態調査から求めた標準者の到達目標は主要組合の賃金水準に影響され、中小組合の実態からは大きな格差が生じていることから、当面の中小組合の目指す賃金水準として標準者の最低到達目標として第2十分位を勘案し設定した。

２－２．｢一時金の安定確保｣の取り組み


＜要求の考え方＞

要求の考え方として、フード連合のこれまでの実績や、生活補填分及び業績配分などを勘案し年間6ヶ月をめざす水準とした。また、算出式の違いや、査定要素などによって個々の支給月数にばらつきが生じている実態も踏まえ、すべての組合員が最低でも確保すべき水準を併行して求めていくこととする。

なお、業績連動制を導入している構成組合については、制度に基づいて算出される支給月数などについて労使確認を行う。
　

＜参考：フード連合の一時金要求と獲得実態＞

フード連合の2004春闘結果は右表の通りとなっている。獲得実績については、95組合中、5ヶ月以上は約40％、4ヶ月以上は81％となっている。
２－３．｢食品労働者の最低賃金の協定化に向けた取り組み｣


　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　＜最低賃金の取り組みの基本的なスタンス＞

・全ての構成組合は、同じ事業所に働く全ての労働者の代表者であることを強く受け止め、賃金の下支えとなる企業内最低賃金の協定を企業と締結することに取り組む。

・フード連合は、構成組合の協定化を通じ労働組合としての社会的責任を果すとともに、不当な賃金格差の是正や企業の公正な競争の確保、そして社会的な賃金のセーフティーネット機能（地域別最低賃金・産業別最低賃金）の充実を図るための運動に繋げていく。
・その為に、企業内最低賃金の協定化に向け、全ての構成組合が何らかの行動を起こすこととする。
・協定化に取り組むとは、労使協定で締結することが望ましいが、形式は拘らず、覚書でも確認書でも労使で文書確認していくことをいう。
（１）企業内最低賃金（生活保障水準）

＜到達目標＞

· 月　額　：１４６，０００円以上　

· 時間額　：　　　　８４０円以上
・最低到達目標　【 A地域】８３０円以上　　　【 B地域】７９０円以上

【 C地域】７５０円以上　　　【 D地域】６７０円以上　　　　　　

 ＜参考＞年間収入：２，２４９，０００円以上（社会保険料込みの単身者年収基準）           　 　　　　　　　　　　
・連合は、誰にでも最低限の生活をできる賃金としての｢生活保障水準｣を示したが、フード連合としても連合の考え方にそって、月額146,000円、時間額840円を到達目標とした。地域の実情から到達目標での取り組みが困難な組合は、該当する地域の最低到達目標を目安に協定化に取り組む。

また、いかなる賃金制度にも対応できる下支えとして、年収を基本とした最低賃金を参考として示した。年間収入については、地域・地場での生活実態をふまえ、連合が試算した自動車を保有した場合を前提とした最低生計費（社会保険料込みの単身者年収基準）とした。

【都道府県別地域区分】
	区分
	都道府県

	A
	東京・神奈川・大阪

	B
	愛知・埼玉・京都・千葉・兵庫・静岡・滋賀・栃木・長野・広島

	C
	岐阜・三重・茨城・山梨・奈良・石川・和歌山・富山・群馬・福岡・福井・新潟・岡山・北海道・山口・

宮城・香川・福島

	D
	徳島・愛媛・高知・鳥取・島根・熊本・大分・長崎・山形・鹿児島・佐賀・青森・岩手・秋田・宮崎・沖縄


＜段階的な取り組みの具体例＞

①企業内最賃の協定化（全従業員）

・すべての組合は、18歳最低賃金（月額）の協定化の取り組みと合わせ、パート労働者も含めた全従業員対象の協約化に努める。

・到達目標の時間額については、146，000円を週40時間の法定労働時間を換算し840円とする。

・地域・地場の実態から到達目標での協約化が困難な組合は、フード連合の産業別最賃と該当する地域別最低賃金との比率に格差是正分を勘案した時間額を基本とする。

・特にフード連合の産業別最賃がある7件に関係する組合においては、本部・本社間、支部・事業所間などの実情に応じ協定化をはかる。

・企業内最低賃金協定を新たに締結するには、会社は抵抗を示すことも予想される。協定化ができるよう粘り強く交渉し当面協定化が難しい場合には、一歩でも前進するよう協定化までの目標達成計画などを作成し、下記の②～⑥の段階的な取り組みを行う。（覚書、確認書でもよい）

②現行実態賃金での協定化（全従業員）
・フード連合の企業内最低賃金の到達目標が高く、実態との格差が大きく協定化へのハードルが高い場合には、現行の実態賃金の最低の水準で協定を結ぶ。（覚書、確認書でもよい）

③地域別最賃での協定化（全従業員）

・現行の賃金実態での協定化が困難な場合には、法定地域別最賃での水準で協定化を図る。この場合、地域で時給が異なっているなど、全国一律的な協定化が困難な場合には、事業所毎での協定化若しくは、時給の低い地域にあわせた水準で協定化するなど、各組合の実情にあわせて行うこととする。

④年齢別最賃の協定化（組合員のみ）

・地域別最賃での協定化が困難な場合には、全従業員を対象とした協定化に拘らず組合員のみを対象とした最低賃金の協定化をはかる。

・その場合、フード連合の年齢別最低賃金の到達目標を目安に目標を設定し協定化をはかる。

・年齢別の協定化が困難な場合は、賃金制度あり、各年齢に該当する下限の設定がされているなど、昇給システムが労使と賃金表などで確認されている組合は、その賃金表などを以って覚書や確認書とみなすこととする。

⑤組合員の最低賃金のみ協定化・労使確認

・組合員のみを対象にした年齢別最低賃金の協定化が困難な組合は、初任給（18歳）の労使確認など確実に実施しその協定化をはかる。

⑥協定化促進に向けた申し入れ
・①～⑤の取り組みが相当困難な組合においては、会社に対し協定化の促進に向け取り組んでいくことを申入れるなど、労使協議を通じ話合いのテーブルに付くことを第一歩とした取り組みを必ず行う。
（２）年齢別最低賃金・到達目標

  　　　　　　　　　　　　　到達目標　（※基本賃金）　　　　

· １８歳（勤続０年） ：146,000円以上　　　
· ２５歳（勤続０年） ：175,600円以上　　
· ３０歳（勤続０年） ：194,700円以上　
· ３５歳（勤続０年） ：221,300円以上 
· ４０歳（勤続０年） ：235,400円以上　 
· 昨年度までの年齢別最低賃金の到達目標の設定は、手当部分等を含む基準内賃金で設定していたが、家族手当などを含まない基本賃金での調査分析が整った関係から、誰もが支給対象となる基本賃金部分での到達目標を示すこととした。

· 組合の到達目標については、フード連合賃金実態調査（基本賃金）全員の第１十分位の水準値を100円単位で丸めた。　

· 既に到達目標をクリアし協定化を行っている組合は、フード連合統一賃金実態調査（基本賃金）全員の分析調査から第２十分位、第３十分位を目標にするなど各組合の実情に応じて取り組む。　

· 昨年までの到達目標水準（基準内賃金）で協定化している組合は、手当などの部分を基準内賃金に換算し設定する。

· 18歳の最低賃金の到達目標は、フード連合の企業内最低賃金の到達目標（生活保障水準）の146,000円とした。この指標は連合のリビングウエイジ（さいたま市をモデルに算出した最低生計費（単身者の所定内賃金）に対応）に準じて設定していることから、基本賃金で到達目標水準に満たしていない場合でも、地域手当などを含めた基準内賃金や所定内賃金でクリアしていれば到達目標に達していると判断する。　　　　

２－４｢パートの労働者等の処遇改善｣

　　　　同じ職場で働く仲間を代表する労働組合として、パート労働者等の処遇改善に関与していくことは、社会的にも重要な取り組みであり、喫緊の課題となっている。にもかかわらず、昨年の春闘でパートの処遇改善の課題に取り組んだ組合が限定されていたという反省を踏まえ、2005春闘においては各組合の実情に応じ、着実に前進できるような取り組みを推し進めることとする。

　　　具体的には、全ての組合が以下の項目のうち一つ以上に取り組むこととする。


＜パート労働者の処遇改善の取り組み＞
· 全ての組合はパート労働者と対話を行い、パート労働者等のニーズや実態把握を必ず行う。

· そのうえで取り組み項目の①～③の取り組みを行う。

· パート労働者の処遇改善・組織化をする為のチェックシートを活用し、何らかの処遇改善に結びつける。（法令事項の点検・パートの処遇を点検・賃金処遇制度の点検・組織化など）

· 特に職場での福利厚生等の改善は、パート労働者も含めた取り組みを積極的に行う。　　
３．その他の課題
（１）労働時間管理の徹底（不払い残業の撲滅）と総労働時間の短縮

　　　　労働時間管理の徹底と総労働時間の短縮の取り組みについて、特に不払い残業の撲滅に視点を置いた職場点検や36協定・特別条項など、職場の実態を把握し労働時間管理の徹底をはかる。

そのために労働時間の適正な管理に向けた、実際の時間外労働の実態の把握方法など労使で確認しその協定化をはかる。

　　　　また、労働時間の短縮について、「年間総労働時間1800時間の実現」に向けた取り組み項目の推進をはかる。

　　　　取り組みを進めるにあたり、特に中小組合においては、春闘期間における交渉が年間の中心的な労使交渉の場となっていることもあり、春闘期間での取り組みの強化をはかることとする。なお、労働時間管理の徹底、総労働時間の短縮についてはフード連合として年間を通して実現していく課題として重点課題に位置付けていることからも、取り組み時期は各構成組合の実情に応じて設定し実現を目指していくこととする。

　　

（２）希望する者全員を対象とした65歳までの雇用確保

　　　・2006年4月1日に施行される65歳までの雇用確保の義務化への対応をはかり、希望者全員を対象とした65歳までの雇用の確保の協定化を図る。
（３）男女間の労働条件格差の是正

　　　・均等処遇実現のために、昇進・昇格基準の明確化など賃金制度の整備、コース別雇用管理の適正な運用等を通じ間接差別の是正を図る。　

（４）フード連合の政策課題の推進

　　　・フード連合は必要に応じ春闘を通して政策課題の推進と啓発活動を行っていく。　

　

Ⅲ．闘いの進め方

１．連合は、闘争機関（中闘、拡大戦術委員会、中小共闘連絡会議）を設置し、さらに中小共闘連絡会の拡大と時期の延長（6月まで）を行い、中小・未組織・地域社会に向け波及する取り組みを強化している。従って昨年以上に中小・未組織労働者に対しての支援や情報開示が求められる。

２．連合の闘争方針を踏まえすべての構成組合は、組合員と十分な論議を尽くし、フード連合の統一要求課題に積極的に取り組む。

　　そのために、秋季・年末段階の早い時期から春季生活闘争に向けた前段交渉や労使協議を開始し、経営側に対し取り組みへの理解を求めていくこととする。

３．賃金制度や定期昇給制度がないなどの組合は、賃金実態を把握（プロット分析）し賃金カーブ維持分を算出した上でその賃金水準を検証し賃金の引上げをめざした取り組みを推し進める。
４．フード連合の主体性の発揮と相乗効果をより高めていくために、中央闘争委員会（中央執行委員会メンバー）を設置し、その中で情報の共有や調整機能を高め、フード連合の賃金カーブの確保と底上げに積極的な役割を果たすとともに、各部会・単組の連携強化に努める。

５．秋季・年末段階から労使協議の取り組みを徹底し、前段での賃金カーブの確保と連合が示す回答引出しゾーンに向けて結集できる態勢を整え、解決ゾーンの設定については、全体の動向を見極めつつ、ヤマ場に主要組合の決着が図られるよう態勢をつくることとする。また、賃金カーブ維持分の平均値および、回答・決着段階での昇給昇格原資（任用原資）などの有無についても情報開示をできる限り行い妥結の集中と共有化に努める。

６．中小組合の闘いについても、早期決着がはかられるよう、連合の中小共闘センターに登録するとともに、中小労組に限定した情報提供・支援、中小労組固有の課題への対応を図っていく。

７．定昇の見直しや定昇凍結および賃金制度の変更等、労働条件の引き下げ提案が春闘交渉時にあった場合、春闘交渉とは切り離し別テーブルでの労使協議事項とし、労使で十分かつ慎重な検討を行う。

８．春季生活闘争を通じた組織拡大の取り組みについて

　　（１）各地区協・業種別部会は、各地域や同業種の未加盟組合に対して、決起集会や学習会など春季生活闘争を通じた共闘や情報交換の場への参加の呼びかけを行うことで関係づくりをし、フード連合への加盟を呼びかけていく。

　　（２）各地区協・業種別部会は、各地域や同業種の未加盟組合に対して、春季生活闘争期間を通じて、情報交換をテーマとして訪問オルグ活動をおこない、フード連合への加盟を呼びかけていく。

　　（３）各組合は、春季生活闘争を通じて関連グループ企業の組合との連携を強め、交流の場を通じて、フード連合やグループ組織への参加を促していく。また、未組織の関連グループ企業については、そこに働く人たちとの対話の場を設けることで、状況の把握をするとともに組織化を促していく｡

（４）各組合は、春季生活闘争を通じて非組合員を含むパート労働者等との対話を持ち、意見・要望等の把握とその改善に努めることで、パート労働者等の組織化への取り組みを行っていく。

９．フード連合の闘いのヤマ場に向けての具体的な日程は、連合の方針と全体的な動向を踏まえて、次の通りとする。

（１）要求提出日はヤマ場での闘いに備えて2月末とし、遅くとも３月 ４日（金）までとする。

（２）フード連合の統一回答指定日は３月　 日（　）とし、主要組合はその日をヤマ場として集中決着 がはかられるよう全力をつくす。そのために、主要組合は結束を強化し、事前交渉、情報交換・連携強化に努めるとともに、ヤマ場においてはストライキを含む最も有効な戦術を配置して取り組む。

（３）中小・地場組合は、主要組合と同じ若しくは、同時期（翌週）をヤマ場とし、自力主体の交渉を強め具体的には3月第○週～第○週の決着をめざし、3月月内決着が図られる態勢づくりを行うこととする。尚、4月以降に決着がずれ込んでいる中小組合の闘いについては、別途提起する。

10．フード連合は、２００５春季生活闘争の闘いを成功させるために、以下の態勢を確立し、取り組みを強化する。

（１）第１回中央委員会において方針を決定した後、直ちに春季生活闘争本部を設置するとともに、中央闘争委員会（中央執行委員会で構成）を設置し、取り組みの具体化と闘いの指導・援助を行う。

（２）２００５春季生活闘争における集会の開催については、組織中小委員会からの提起にそって進める。中央集会の日程は、３月 ６ 日（日）に開催する。なお、具体的な取り組み等については別途提起する。

（３）業種別部会は、中央闘争委員会が決定した取り組み方針の具体化と態勢づくりに努め、共闘を強化して水準の引き上げをめざす。

（４）地域においては、ブロック局長の主宰のもとブロック毎に中小組合会議および地区協代表者会議を開催して要求と態勢づくりについて意思統一をはかるとともに、地区協毎に集会・交流集会等を開催して地域における連帯・大衆行動が強まるよう力をそそぐ。さらに、取り組みが困難な中小組合への支援活動を行う。各地の春闘集会には未加盟組合にも参加を呼びかけるなど、加盟促進の取り組みをあわせて行う。

以上
連合の闘争方針

２００５春季生活闘争方針
はじめに

2005春季生活闘争は、危機的状況にあったマクロ経済の回復過程における取り組みである。ミクロ経済

の回復や雇用改善にばらつきはあるものの、これまで以上の労働側へのしわ寄せは放置できない。

今次闘争は、デフレ経済からの確実な脱却が待たれるわが国経済にとって、今後を左右する重要な意味

を持っている。
2001年から取り組んだ「春季生活闘争改革」は、５年目を迎える。今次闘争では、労働条件の底上げと

ワークルールの確立をさらに強化するため、新たに「規模間や男女間等の格差是正、均等待遇の実現に向

けた継続的な取り組み」を、すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）に追加した。

また、中小・地場共闘のさらなる前進のため、産別と地方連合会との共闘体制強化とともに、取引関係の

改善などの通年的取り組みを強めていく。さらに、政策制度では、総合的な社会保障全体の改革、良質な

雇用の創出などの重点課題にも取り組む。

連合・産別・単組は、わが国全体の社会的な分配の是正をめざし、各々が役割と責任を自覚して精一杯

取り組むこととする。

Ⅰ．情勢認識と課題意識

【情勢認識】

１．景気は回復基調にあるがデフレからの脱却は道半ばであり、家計への適切な所得移転が自律的な景気回復のカギを握っている。また、中小企業や地方経済も回復しつつあるが、依然ばらつきが大きい。

２．中期トレンドでは、マクロの生産性は１％程度上昇しているにもかかわらず、マクロ的な労働者側への分配がほとんど行われておらず、可処分所得は６年連続でマイナスとなっている。

３．足下では、実質経済は３％程度の成長、企業業績は３年連続の増益見通しにあり、労働側への適切な成果配分を求める環境が整いつつある。

４．賃金格差の拡大傾向の加速、非典型雇用の拡大、労働負荷の高まりが続き、所得の二極化が進むなかで、国民全体の購買力が低迷している。

５．雇用状況は、統計数値ほどには改善が進んでいない。業種や職種、地域によっては依然厳しい状況が続いており、良質な雇用が失われ続けている。

６．10月より厚生年金保険料が段階的に引き上げられ、税制調査会での所得税定率減税廃止も検討の俎上に上がっている。
【課題意識】

１．連合は、労使間の分配の偏り、所得の二極化など、ここ数年間のマクロ分配のあり方には問題があると考える。

２．2005春季生活闘争では、ここ数年間でしわ寄せの大きい労働者への社会的分配の是正に力点をおき、全体の底上げをはかることで安定的な経済成長への移行を実現する必要がある。

３．連合は、組織労働者の影響力を集中させ、さまざまな格差是正への挑戦と底上げに取り組む必要がある。

Ⅱ．2005春季生活闘争の基本的な位置づけと枠組み
１．マクロの分配是正と2005春季生活闘争の位置づけ

(1) 連合は、産別・単組による賃金の底上げ、格差是正、労働時間の短縮など、さまざまな取り組みを通じた適正配分の実現を積極的に追求し、マクロの分配是正をめざす。とりわけ、家計への適正な所得移転の実現と低所得者への対応強化のため、労働者全体の労働諸条件底上げと交渉結果の波及をめざす。

(2) 産別・単組は、マクロの分配是正に向け、それぞれの情勢を精査して多様な要求を行い、積極的な労働諸条件の維持・向上をめざす。そのため、連合が提起する考え方を取り組み課題に反映する。

２．2005春季生活闘争の基本スタンスと枠組み

(1) 2005闘争の基本スタンスは、政策制度要求の実現、雇用の安定、ワークルールの確立、取引関係の改善などの通年的な課題への取り組みを前提に、①相場形成・波及メカニズムを通じた労働条件の底上げ・格差是正、②働く側の選択肢が保障され仕事と生活の調和がはかれる公正な働き方の実現をめざし、共闘する。

(2) 産別・単組は、労働組合の社会的責任を自覚し、企業内の組合員はもとより、関連企業の労働者や同じ職場で働く非典型労働者の実態も視野に入れ、適正な成果配分を求める。

(3) 中小・地場組合は、自らの賃金実態を踏まえ、積極的に格差是正に取り組む。産別・地方連合会は、中小共闘を通じてこうした取り組みを全力で支援する。

(4) 具体的な共闘の枠組みとして、連合は、すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）を設定する。

	《すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）》
① 「賃金カーブの確保」と賃金カーブ維持分の労使確認

②　規模間や男女間等の格差是正、均等待遇の実現に向けた継続的な取り組み
③　全従業員対象の企業内最低賃金の協定化
④　労働時間管理の協定化


３．賃金の相場形成・波及メカニズムの構築

(1) 上げ幅ではなく、個別賃金の絶対水準を重視した相場形成と波及のメカニズムを構築することによって、全労働者の労働条件の底上げと格差是正を実現する取り組みを展開する。

(2) 格差とは、個別賃金水準の差であり、その実態を具体的に把握することなしに是正をはかることは難しい。産別・単組は、自らの賃金実態の調査と各種労働条件調査の活用などを通じ、賃金水準を踏まえた要求・交渉を行う。産別・地方連合会は、そうした交渉を支える情報提供・発信などを重視した取り組みを行う。

Ⅲ．具体的な課題に対する取り組みの考え方
１．政策・制度要求の実現の取り組み
連合は、「格差拡大の小泉構造改革と対決し、公正で安心な職場とくらしの実現」を政策・制度要求のメインスローガンに、「雇用と地域を最優先した予算編成」「パート労働者の均等待遇の法制化」「社会保障全体の抜本改革をめざす取り組み」「不払い残業撲滅の取り組み」を最重点課題と位置づけ、その実現に向けて春季生活闘争の活動と連動させ、組合員参加の運動で取り組みを強める。

具体的には、「2004年秋の政策・制度実現の取り組み方針（2004.9.16中央執行委員会）」にもとづいて取り組み、年末には、改めて「2005年春および通常国会に向けた政策・制度実現の取り組み方針（案）」を別途提起する。

２．雇用の安定とワークルールの確立
(1) 事前協議体制の確立や労働協約・人事条項の整備、雇用安定の労使確認等によって、これ以上職場から失業者を出さない取り組みを徹底する。

(2) 職場点検活動等を通じ、法律・労働協約の遵守、安全問題への対応を徹底し、公正なワークルールの確立をめざす。具体的には、労働基準法改正に伴う解雇に関する規程等の点検、派遣労働者導入に関する労使協議、要員管理や安全管理に対する労使協議などを行う。

(3) 高齢者雇用に関する法令改正に対応するとともに、希望する者全員が65歳（最低限62歳以上）までの就労が可能となる制度の実現をはかる。

(4) 産別は、企業組織再編への対応などを含め、単組の合理化対策をしっかりと支援・指導する。また、産別・地方連合会は、企業のカベを越えた職業能力開発の場の整備や再就職支援活動などに取り組む。

３．賃金カーブ確保と格差是正等を中心とする労働条件の底上げ

(1) 賃金改定の取り組み

①　すべての組合は､「賃金カーブの確保とカーブ維持分の労使確認」に取り組む。

②　特に、月例賃金が報酬体系のベース（安定性・社会性の確保、割増賃金等への跳ね返りなど）であることに留意し、情勢変化を前向きにとらえ、可能な限り積極的に純ベアを要求し､その獲得をめざす。

③　賃金制度未整備の組合では、ここ数年、賃金カーブの低下が目立つという結果を踏まえ、「賃金カーブの確保」の取り組みを徹底する。

ｱ)　要求づくり前段で自らの職場の賃金実態を把握し、賃金カーブ維持分の算定とその労使確認の取り組みをより一層強化する。

ｲ)　賃金改定の原資確認にとどまらず、配分への関与を行う。

ｳ)　通年的な取り組みとして、賃金制度の整備と賃金表等の協定化に努める。

ｴ)　連合は、産別・単組の協力のもとに、賃金カーブ維持分の情報開示を徹底し、部門別連絡会等の場を活用し、必要な情報交換を行う。

※賃金カーブ維持の定義：個別賃金水準の維持。具体的には、賃金制度のある組合＝賃金表の維持。賃金制度のない組合＝１歳１年間差の確保。

(2) 規模間格差の是正
連合は、規模間格差の拡大傾向に歯止めをかけ、賃金の底上げをはかるため、中小・地場共闘を強化する。

単組は、自らの賃金実態や賃金カーブの課題を把握し、社会水準や生計費等との比較、時系列での分析などを行い、その是正に取り組む。

産別・地方連合会は、中小・地場共闘を通じてこうした取り組みを支援する。

①　格差是正のための水準目標値

35歳所定内賃金　230,000円以上

※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2003年）より推計した10～99人規模の高卒男女・勤続5年程度の所定内賃金水準を目安に設定。

自らの賃金実態を点検し、この水準を下回る組合は計画的な是正をはかる。それ以上の水準にある組合は大手水準への到達をめざす。

②　格差是正のための賃上げ目安

・賃金カーブの算定が可能な組合

「賃金カーブの確保」とカーブ維持分の労使確認　＋　格差是正

・賃金カーブの算定が困難な組合

「賃金カーブの確保相当分　＝　5,200円」　　　 ＋　格差是正

格差是正の要求目安については、連合中小共闘センターの合意で設定する。


(3) 通年的な取り組みとしての取引関係の改善
①　中小企業等の労働条件の改善には、不公正な取引関係の是正が不可欠である。また、下請け・グループ企業レベルまで視野において、経営実態等の把握や経営目標・施策等の共通理解をはかることは、経営基盤の強化としても重要な課題である。

産別・単組は、連携して、個別企業のカベを越えた労使話し合いの場の設置に取り組み、取引関係の改善に結びつけていく。

②　賃上げ等を理由とする取引単価の切り下げ要請など、不当な圧力をかける企業行動を許してはならない。中央執行委員会のもとに取引関係対策連絡会を設置し、必要な対応をはかる（具体的内容は、当面の方針で示す）。

(4) パート労働者等の待遇改善

すべての組合は、連合「パートタイム労働者の均等待遇・組織化を進めるためのチェックシート」を活用するなど、職場実態を踏まえ、同じ職場で働くパート労働者等の待遇改善に取り組む。こうした取り組みを継続的に行い、組織化とセットで均等待遇の実現をめざす。産別は単組の取り組み状況を把握し、連合はその課題の集約を行う。

①　労働条件の明示など法令遵守と「パートだから」という考え方に起因する差別的取り扱いを排除する。擬似パートの均等待遇をめざす。

②　同一価値労働同一賃金を基本とした、労働条件決定システムにおけるフルタイム正社員とパート労働者等との整合性が確保された人事・賃金制度づくりを行う。

③　パート等を含む企業内最賃協定額の引き上げに取り組む。

④　パート労働者の時間あたり賃金の引き上げに取り組む。目安は、10円以上。

⑤　対話・交流などを通じた組織化や交渉支援を積極的に行う。

⑥　その他パート労働者の待遇改善に関与する。

(5) 男女間の労働条件格差の是正

①　均等待遇の実現のために、昇進・昇格基準の明確化など公正・透明な賃金制度・人事評価制度の整備、コース別雇用管理の適正な運用等を通じ、間接差別の是正をはかる。

②　生活関連手当の支給における「世帯主」の支給要件をなくす。

(6) 一時金の取り組み

年間収入の維持・向上を念頭に取り組む。具体的目安は、産業別部門連絡会や各産別で設定する。

４．企業内および社会的な最低賃金の規制

連合リビングウェイジ（生活保障水準）の取り組みを強化し、すべての労働者が最低限の生活ができる賃金水準の実現をめざす。連合として、公契約における公正労働条件確保の運動にも挑戦する。

(1) 全従業員対象の企業内最低賃金の協定化とその引き上げ
産別は、加盟組合全従業員対象の最賃協定締結の有無を把握し、すべての組合が必ず要求するよう指導する。また、法定産別最賃の新設とその金額改定に結びつける取り組みの強化により、未組織労働者を含む産業全体の賃金底上げをはかる。

全従業員対象企業内最低賃金の目標水準
到達目標　  　　  時間額840円以上
最低到達目標      時間額790円以上
(2) 法定最低賃金制度の取り組み強化

春季生活闘争の取り組みをナショナルミニマムである地域別最低賃金の改定や産業別最低賃金の新設・金額改定に連動させる。

(3) 公契約における公正労働条件確保の運動

当面、公正な取引関係のもとで連合リビングウェイジ（生活保障水準）を実現する取り組みと位置づけ、条例化に向けた突破口を切り開くことに全力をあげる。

＜参考：現在の最低規制水準と連合リビングウェイジ＞

パート含む企業内最賃（2004登録組合平均：771円）

法定産別最賃　（2003年度全国平均：756円）

法定地域別最賃（2004年度全国平均：665円）

※現在、公契約における賃金規制の条例はない。

５．公正な働き方の実現に結びつく課題

(1) 基本的な考え方
法令や労働協約を守る取り組みと現状の働き方を改善する取り組みを通じて、働く側の選択肢が保障され仕事と生活の調和がはかれる公正な働き方の実現を中期的にめざす。その際、多様就労型ワークシェアリングの実現にもつながる課題としての認識で取り組む。
	【法令や労働協約を守る取り組み】
	＋
  
	【いまの働き方を改善する取り組み】

	　・不払い残業の撲滅
　・36協定・特別条項の適正な運用
　・労働安全衛生の取り組み
・派遣法の遵守

・契約社員等（有期雇用）の法令遵守
	
	 ・長時間労働の改善
 ・仕事と生活の調和をはかる取り組み
 ・均等待遇の実現
 ・男女平等な働き方


(2) 労働時間管理の徹底と不払い残業撲滅の取り組み
①　連合は、悪質な企業の告発も視野に入れて、不払い残業撲滅についての社会的運動を展開するとともに、経営者団体に対して、不払い残業撲滅に向けた共同行動を求めていく。

②　すべての組合は、出退勤時間管理の徹底を進め、労働時間の把握方法について労使協議を行う。確認内容については、協定化（団体交渉議事録、覚え書き、確認メモ等も含む）をはかるとともに、その適正な運用がなされるよう取り組む。
(3) 総労働時間の短縮
①　総労働時間の短縮は、適正な成果配分の一つの選択肢でもある。産別・単組は、恒常的時間外労働の削減、年次有給休暇の取得促進の取り組みを強化し、「年間総労働時間1800時間の実現に向けた時短方針（2001.10.18中央執行委員会確認）」等を踏まえ、要求とその獲得をはかる。

②　各組合の３６協定における特別条項の運用状況について点検を行い、延長を必要とする「特別な事情」や「特別延長手続き」の明確化とその適正運用の取り組みを進める。
(4) 仕事と生活の調和がはかれる環境整備

①　育児や介護などで仕事と生活の調和がはかれるように、短時間正社員制度などを含む労働時間の短縮など環境を整備する。
②　各組合は、次世代育成支援対策法（次世代法）の実施への対応として、連合「次世代育成支援法の行動計画策定の手引き」などを参考に、企業等の行動計画策定に労使協議の場を設置して積極的に関与する。また2005年4月1日施行見通しの改正育児介護休業法も踏まえ労使協議に際しては、計画期間、目標、実施方法・体制等を確認する。
(5) 男女平等の働き方
①　男女平等の働き方を実現するための取り組みを行う。

ｱ)　配置、昇進・昇格、仕事の与えられ方、コース別人事制度設計のあり方など、格差要因の実態を把握する。

ｲ)　課題整理や計画策定などを行う。

ｳ)　労使で話し合う場（「男女間格差改善委員会」など）を設置する。

2 男性の育児休業制度の取得促進に向けた職場環境の整備、セクシュアル・ハラスメントの防止対策にも取り組む。

Ⅳ．闘いの進め方
１．通年的取り組みの強化
①　連合は、中小・地場組合を念頭に１～２月を職場点検活動期間と位置づける。産別は、組織的な点検を進めるため必要な体制・計画づくりを行う。連合は、中小・地場組合の点検活動を支援するための器材の準備や相談活動を行う。

②　中小組合の取り組み支援や取引関係の改善などをテーマに、「格差是正フォーラム」において参考事例の紹介や経験交流などを企画する。また、行政や経営者団体への要請活動も検討する。

③　2005年５月までの間に、公契約の実態把握と問題点を洗い出し、地方連合会経由で連合に集約する。その結果を踏まえて、地方行政への要請活動や地方での条例化に向けた重点地区の設定を行う。

4 集中期間を設けながら、不払い残業撲滅運動を継続的に行う。

２．闘争機関の設置
①　連合は、中央闘争委員会、拡大戦術委員会、中小共闘センター（６月まで）を設置する。さらに、中小組合をかかえる産別の参加により中小共闘連絡会を設置する。産別は、参加する組合を選定し、中小共闘センターにエントリーする。
②　すべての地方連合会で中小共闘センターの設置に努力し、中小・未組織・地域社会に向け、効果的な波及の取り組み（集計・マスコミ対応）を強化する。

地方中小共闘センターは、情報交換や戦術検討等をはかる戦術会議や解決促進・支援集会などを開催するとともに、適切な時期に産別地方組織の協力を受け、特に厳しい経営環境におかれる中小・地場組合に対して、賃金カーブ確保や合理化闘争の支援をきめ細かく実施する。

３．要求書の提出と回答ゾーンの設定
①　要求書は、原則、２月末まで､遅くとも３月末までに提出する。

②　回答ゾーンの設定は、12月の第１回中央闘争委員会で協議する。

③　中小共闘センターの場を通じて、回答ゾーンごとに対応する回答引き出し予定組合のエントリーを行う。具体的な進め方は、中小労働委員会で検討し、別途提起する。

　

４．効果的な相場波及の取り組み
①　産別は主要組合の平均的・標準的な賃金カーブ維持分や定期昇給相当分を公開し、産業別部門連絡会等でその相互理解をはかる。あわせて、公的な賃金データを活用した１歳１年間差額や賃金傾向値などの情報提供をはかる。

②　連合は、ミニマム運動課題などを中心に節目節目で情報集約と発信を行う。

③　連合は、中小・地場組合の妥結基準と妥結ミニマム基準を設定する。

④　地域共闘の場を活用する。

５．官公労働者の取り組み
労働基本権の回復がなされないまま、「給与構造の基本的見直し」や「人事院・人事委員会勧告のあり方の見直し」だけが強行される恐れがある。連合は、公務員制度等改革対策本部を中心に公務労協と連携し、公務員制度改革関連法案や地域給与の検討などに、必要な取り組みを行う。

６．政策・制度要求実現の取り組み
「2004年秋の政策・制度実現の取り組み方針（2004.10.6中央執行委員会決定）」にもとづいて取り組み、年末には、改めて「2005年春および通常国会に向けた政策・制度実現の取り組み方針(案)」を別途提起する。
以　上

一時金要求については、年間6ヶ月を基本とし、最低でも年間平均4ヶ月を確保することとする。


尚、これまでの実績、企業のおかれた実態などを踏まえ年収確保を念頭に底上げを図ることとする。


また、平均支給月数の獲得と同時に偏った配分によって著しく低い水準となる組合員が生じないよう、すべての組合員が最低でも確保すべき水準を併行して求めていくこととする。





（１）｢賃金カーブの確保と底上げ｣


（２）｢一時金の安定確保｣


（３）｢食品労働者の最低賃金の協定化に向けた取り組み｣


（４）｢パート労働者等の処遇改善｣








①食品に携わる労働者として、企業内最低賃金の協定化に向け、すべての構成組合が何らかの行動を起こすこととする。


②具体的な企業内最低賃金の協定化と到達目標水準設定については、生活できる賃金（連合リビングウエイジ）の最低保障水準（146,000円）を基本に、フード連合の産業別最低賃金（7件）の実態協定を勘案し設定する。


③年齢別最低賃金については、フード連合の統一実態調査および賃金センサス等の分析結果をもとにより実態に即した到達目標設定を検討する。その場合、規模別・地域別等も勘案する。　


④尚、取り組みにあたって、上記到達目標に向けた取り組みが困難な構成組合については、最低賃金の協定化に向けた取り組みが一歩でも前進するよう、段階的な取り組みを行うこととする。


























連合リビングウェイジ


月額146,000円


時間額840円


最低生計費（単身）に対応











参考値：2004年連合主要組合の標準労働者の賃金水準


35歳勤続17年  306,000 円以上


30歳勤続12年  265,000 円以上


18歳初任給    160,000 円以上





＜取り組み項目＞


パート労働者の時間あたり賃金の引上げ目安は10円以上とする


パート労働者の福利厚生を含めた処遇改善に取り組む


パート労働者の組織化に取り組む


④　①～③の取り組みが困難な組合においても、パート労働者の実態把握や対話を行うなど、今後の処遇改善に向けたとりくみに繋がる行動を起こすこととする。





＜年間要求＞（　）内昨年、
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